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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第47期 

第１四半期連結 
累計期間 

第48期 
第１四半期連結 

累計期間 
第47期 

会計期間 
自2018年４月１日 
至2018年６月30日 

自2019年４月１日 
至2019年６月30日 

自2018年４月１日 
至2019年３月31日 

売上高 （百万円） 21,951 12,192 132,005 

経常利益又は経常損失（△） （百万円） 536 △2,036 9,027 

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 

（百万円） 376 △1,556 6,426 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 388 △1,381 6,408 

純資産額 （百万円） 42,158 45,159 47,734 

総資産額 （百万円） 188,969 194,603 184,893 

１株当たり四半期（当期）純利

益又は１株当たり四半期純損失

（△） 

（円） 3.48 △14.35 59.33 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益 
（円） 3.47 － 59.00 

自己資本比率 （％） 22.2 23.0 25.6 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第48期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するも

のの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）経営成績に関する説明

① セグメント別の経営成績

当社グループの2020年３月期第１四半期連結累計期間において、不動産販売事業については、新築分譲マンシ

ョン事業、戸建分譲事業により、当事業売上高は6,161百万円（前年同四半期比48.9％減）となっております。 

不動産賃貸事業については、マンション及びオフィス等の賃貸収入により、当事業売上高は1,469百万円（前

年同四半期比3.7％増）となっております。 

不動産管理事業については、管理戸数54,799戸からの管理収入により、当事業売上高は1,226百万円（前年同

四半期比14.4％増）となっております。 

発電事業については、発電施設の売電収入により、当事業売上高は1,616百万円（前年同四半期比74.2％減）

となっております。 

その他事業については、建設の請負、大規模修繕工事の受注、各種手数料収入等により、当事業売上高は

1,718百万円（前年同四半期比49.6％増）となっております。 

この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高12,192百万円（前年同四半期比44.5％減）、営業損失

1,753百万円（前年同四半期は793百万円の営業利益）、経常損失2,036百万円（前年同四半期は536百万円の経常

利益）、親会社株主に帰属する四半期純損失1,556百万円（前年同四半期は376百万円の親会社株主に帰属する四

半期純利益）となっております。

 

② 契約進捗状況

当第１四半期連結累計期間の販売実績については、通期引渡予定戸数1,950戸に対し、1,176戸の契約がなさ

れ、進捗率は60.3％となっており、順調に契約が進んでおります。 

 

（新築分譲マンションにおける契約状況表）
 

  当期引渡予定戸数
当期引渡予定

内契約戸数
契約進捗率（％)

期首時点

契約進捗率（％)

前 期 1,700 868 51.1 31.1

当 期 1,950 1,176 60.3 40.6

 

（２）財政状態に関する説明

資産、負債及び純資産の状況

当社グループの当第１四半期連結会計期間末の資産、負債及び純資産の状況は、新規仕入に伴うたな卸資産の

増加等により、総資産は194,603百万円と前連結会計年度末に比べ9,710百万円増加しております。

 

（流動資産）

新規仕入に伴うたな卸資産の増加等により、流動資産は109,778百万円と前連結会計年度末に比べ11,265百万

円増加しております。

 

（固定資産）

事業用資産を販売用不動産に振替えた事等により、固定資産は84,738百万円と前連結会計年度末に比べ1,547

百万円減少しております。
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（流動負債） 

短期借入金の増加及び借入金の長短区分の振替等により、流動負債は72,372百万円と前連結会計年度末に比べ

13,833百万円増加しております。

 

（固定負債）

借入金の長短区分の振替等により、固定負債は77,071百万円と前連結会計年度末に比べ1,548百万円減少して

おります。

 

（純資産） 

親会社株主に帰属する四半期純損失の計上及び剰余金の配当等により、純資産の合計は45,159百万円と前連結

会計年度末に比べ2,575百万円減少しております。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（４）研究開発活動

該当事項はありません。

 

（５）経営成績に重要な影響を与える要因

当社グループの主力であります不動産販売事業は、購入者マインド及び供給者の供給動向に左右される傾向が

あります。購入者マインドは、景気動向、金利動向、住宅税制、消費税、地価動向等の影響を受け、また、供給

者の供給動向は、土地の仕入代、ゼネコン等外注業者の外注価格の変動、外注業者の破綻、金融動向の影響を受

けやすいことから、これらの動向が変動した場合には、経営成績に重要な影響を与える可能性があります。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 248,000,000

計 248,000,000

 

②【発行済株式】

種類 
第１四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
（2019年６月30日） 

提出日現在発行数(株) 
（2019年８月９日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 121,000,000 121,000,000 
東京証券取引所 

(市場第一部) 

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株

式であり、単元株式数は

100株であります。 

計 121,000,000 121,000,000 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2019年４月１日～

2019年６月30日
－ 121,000,000 － 4,819 － 4,817

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（６）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2019年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

        2019年６月30日現在 

区分 株式数 (株) 議決権の数 (個) 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式(自己株式等)   － － － 

議決権制限株式(その他)   － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 12,587,300 － 

権利内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式であり、単

元株式数は100株であります。 

完全議決権株式(その他) 普通株式 108,403,100 1,084,031 同上 

単元未満株式 普通株式 9,600 － １単元（100株）未満の株式 

発行済株式総数   121,000,000 － － 

総株主の議決権   － 1,084,031 － 

 (注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,600株含まれております。また、「議

決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数16個が含まれております。

 

②【自己株式等】

        2019年６月30日現在 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 

所有株式数(株) 
他人名義 

所有株式数(株) 
所有株式数の
合計(株) 

発行済株式総数に 
対する所有株式数
の割合(％) 

㈱タカラレーベン 
東京都千代田区丸の内 

一丁目８番２号 
12,587,300 － 12,587,300 10.40 

計 － 12,587,300 － 12,587,300 10.40 

(注) 当第１四半期会計期間末現在の実質所有状況を確認できております自己株式数は12,587,307株であります。

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。

 

- 5 -

2019/08/09 19:15:10／19512625_株式会社タカラレーベン_第１四半期報告書



第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2019年４月１日から2019

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2019年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2019年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 21,165 14,949 

受取手形及び売掛金 2,071 1,994 

販売用不動産 ※１ 18,821 ※１ 26,533 

仕掛販売用不動産 ※１ 49,860 59,461 

未成工事支出金 519 306 

その他 6,192 6,654 

貸倒引当金 △118 △120 

流動資産合計 98,512 109,778 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） ※１ 18,061 ※１ 12,918 

土地 ※１ 35,602 ※１ 34,816 

その他（純額） ※１ 21,561 ※１ 24,228 

有形固定資産合計 75,224 71,963 

無形固定資産    

のれん 1,375 1,320 

その他 465 452 

無形固定資産合計 1,840 1,773 

投資その他の資産    

その他 9,230 11,006 

貸倒引当金 △9 △6 

投資その他の資産合計 9,220 11,000 

固定資産合計 86,286 84,738 

繰延資産 94 87 

資産合計 184,893 194,603 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 7,790 5,123 

短期借入金 17,831 22,894 

1年内返済予定の長期借入金 19,743 33,097 

未払法人税等 2,760 112 

引当金 901 742 

その他 9,510 10,402 

流動負債合計 58,539 72,372 

固定負債    

長期借入金 73,882 72,486 

社債 200 200 

引当金 99 104 

退職給付に係る負債 543 571 

その他 3,894 3,709 

固定負債合計 78,619 77,071 

負債合計 137,158 149,444 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2019年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(2019年６月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 4,819 4,819 

資本剰余金 4,817 4,817 

利益剰余金 42,299 39,549 

自己株式 △4,695 △4,695 

株主資本合計 47,241 44,491 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 121 297 

退職給付に係る調整累計額 △21 △20 

その他の包括利益累計額合計 100 277 

新株予約権 196 196 

非支配株主持分 197 195 

純資産合計 47,734 45,159 

負債純資産合計 184,893 194,603 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2018年４月１日 
 至 2018年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 

 至 2019年６月30日) 

売上高 21,951 12,192 

売上原価 17,611 10,066 

売上総利益 4,339 2,125 

販売費及び一般管理費 3,546 3,879 

営業利益又は営業損失（△） 793 △1,753 

営業外収益    

受取利息 0 0 

受取配当金 10 85 

受取手数料 10 5 

雑収入 25 10 

営業外収益合計 46 101 

営業外費用    

支払利息 263 277 

持分法による投資損失 27 72 

雑損失 11 34 

営業外費用合計 302 384 

経常利益又は経常損失（△） 536 △2,036 

特別利益    

投資有価証券売却益 191 － 

特別利益合計 191 － 

税金等調整前四半期純利益 

又は税金等調整前四半期純損失（△） 
728 △2,036 

法人税、住民税及び事業税 170 123 

法人税等調整額 181 △601 

法人税等合計 352 △478 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 376 △1,558 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △0 △1 

親会社株主に帰属する四半期純利益 

又は親会社株主に帰属する四半期純損失（△） 
376 △1,556 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 

(自 2018年４月１日 
 至 2018年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 

 至 2019年６月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 376 △1,558 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 12 175 

退職給付に係る調整額 － 0 

その他の包括利益合計 12 176 

四半期包括利益 388 △1,381 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 389 △1,524 

非支配株主に係る四半期包括利益 △0 143 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 資産の保有目的の変更

前連結会計年度（2019年３月31日）

保有不動産の一部を転売から賃貸へ保有目的を変更したことに伴い、当連結会計年度において仕掛販売用不動

産26百万円を土地に振替えております。 

また、保有不動産の一部を開発及び賃貸から転売へ保有目的を変更したことに伴い、当連結会計年度において

建物及び構築物9,590百万円、工具、器具及び備品０百万円（有形固定資産の「その他（純額）」）、土地9,172

百万円、建設仮勘定1,339百万円（有形固定資産の「その他（純額）」）を販売用不動産及び仕掛販売用不動産

に振替えております。 

そのほか、メガソーラー発電施設の一部を転売に保有目的を変更したことに伴い、当連結会計年度において建

物及び構築物18百万円、機械装置及び運搬具533百万円（有形固定資産の「その他（純額）」）、土地51百万円

を販売用発電施設に振替えております。なお、当該資産は当連結会計年度において売却しております。 

 

当第１四半期連結会計期間（2019年６月30日）

保有不動産の一部を開発及び賃貸から転売へ保有目的を変更したことに伴い、当第１四半期連結累計期間にお

いて建物及び構築物6,573百万円、機械装置及び運搬具１百万円（有形固定資産の「その他（純額）」）、工

具、器具及び備品３百万円（有形固定資産の「その他（純額）」）、土地4,007百万円、リース資産121百万円

（有形固定資産の「その他（純額）」）を販売用不動産に振替えております。

 

２ 偶発債務(保証債務)

当社顧客の金融機関からの借入に対する保証債務

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2019年６月30日）

顧客住宅ローンに関する抵当権設

定登記完了までの金融機関等に対

する連帯保証債務

8,268百万円 540百万円

計 8,268 540

 

３ 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため金融機関53社（前連結会計年度51社）と当座貸越契約及

び貸出コミットメント契約を締結しております。これら契約に基づく借入未実行残高は次のとおりです。

 
前連結会計年度

（2019年３月31日）
当第１四半期連結会計期間

（2019年６月30日）

当座貸越極度限度額及び貸出コミ

ットメントの総額
60,118百万円 64,724百万円

借入実行残高 40,847 45,722

差引額 19,270 19,001
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年６月30日）

減価償却費 543百万円 653百万円 

のれんの償却額 57 57

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自2018年４月１日 至2018年６月30日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月27日

定時株主総会
普通株式 1,190 11 2018年３月31日 2018年６月28日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自2019年４月１日 至2019年６月30日）

１．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月26日 

定時株主総会
普通株式 1,192 11 2019年３月31日 2019年６月27日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自2018年４月１日 至2018年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注） 
合計 

 
不動産 

販売事業 

不動産 

賃貸事業 

不動産 

管理事業 
発電事業 計 

売上高              

外部顧客への売上高 12,053 1,417 1,072 6,259 20,802 1,148 21,951 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
－ 12 59 － 71 131 202 

計 12,053 1,429 1,131 6,259 20,874 1,279 22,154 

セグメント利益 

又は損失(△) 
△305 205 6 1,041 947 35 983 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、建設の請負事業、修繕

工事事業等を含んでおります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計

「その他」の区分の利益

セグメント間取引消去

のれんの償却額

947

35

△152

△37 

四半期連結損益計算書の営業利益 793
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自2019年４月１日 至2019年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 

（注） 
合計 

 
不動産 

販売事業 

不動産 

賃貸事業 

不動産 

管理事業 
発電事業 計 

売上高              

外部顧客への売上高 6,161 1,469 1,226 1,616 10,473 1,718 12,192 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
－ 44 50 － 95 96 191 

計 6,161 1,513 1,276 1,616 10,568 1,815 12,383 

セグメント利益 

又は損失(△) 
△2,148 236 3 156 △1,752 101 △1,650 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、投資運用事業、建設の

請負事業、修繕工事事業等を含んでおります。 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計

「その他」の区分の利益

セグメント間取引消去

のれんの償却額

△1,752

101

△65

△37 

四半期連結損益計算書の営業損失 △1,753
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利

益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年６月30日）

(1)１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半

期純損失（△）
3円48銭 △14円35銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会

社株主に帰属する四半期純損失（△）

                （百万円） 

376 △1,556

普通株主に帰属しない金額    （百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益又は親会社株主に帰属する四半期純損

失（△）            （百万円）

376 △1,556

普通株式の期中平均株式数     （千株） 108,249 108,412

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 3円47銭 －

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

                （百万円） 
－ －

普通株式増加数          （千株） 502 －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり四半期純利益の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

（注）当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するもの

の１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。
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（重要な後発事象）

（株式報酬型ストックオプションの発行） 

当社は、2019年７月１日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき、当

社取締役及び当社執行役員に対して株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を発行することを決議いた

しました。これに基づき、2019年７月29日開催の取締役会において、株式報酬型ストックオプションを付与する

ことを決議いたしました。 

(1）株式報酬型ストックオプションとして新株予約権を付与する理由 

当社業績及び株式価値と役員報酬及び給与の連動性をより明確にし、中長期的な業績向上と企業価値向上

への貢献意欲などを一層高めることを目的とするものであります。 

(2）新株予約権の要領 

Ｂ種新株予約権 

１．新株予約権の割当日 

2019年７月30日 

２．新株予約権の総数 

390個（１個につき400株） 

３．新株予約権の付与対象者及びその人数 

当社取締役７名及び当社執行役員６名 

４．新株予約権の払込金額 

新株予約権１個当たり116,000円（１株当たり290円） 

上記金額は、割当日における新株予約権１個当たりの価格を「ブラック・ショールズ・モデル」により

算定したものです。なお、新株予約権の割当てを受けた者は、当該払込金額の払込む総額に相当する金銭

報酬を支給することとし、この報酬債権と新株予約権の払込金額の払込債務を相殺することをもって、当

該新株予約権を取得させるものとします。

５．新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

当社普通株式156,000株 

なお、上記１に定める新株予約権の割当日後に当社が当社普通株式の株式分割又は株式併合を行う場合

には、次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨て

る。 

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割又は株式併合の比率 

また、当社が合併、会社分割、株式分割又は株式併合を行う場合、株式無償割当てを行う場合、その他

これらに準じて付与株式数の調整を必要とする場合には、合理的な範囲内で付与株式数は適切に調整され

るものとする。ただし、本号における調整は、新株予約権のうち、当該時点において権利行使されていな

い新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われる。 

６．新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１株当たり１円とし、これに付与株式の総数を

乗じた金額とする。 

７．新株予約権の行使期間 

2019年７月31日から2059年７月30日までとする。ただし、新株予約権の割当てを受けた対象者が、死亡

以外の事由によって当社の取締役及び執行役員のいずれの地位も喪失した場合は、喪失した日の翌日から

10日以内に行使しなければならないものとする。なお、行使期間の最終日が休日に当たるときは、その翌

営業日を最終日とする。 

８．新株予約権の行使の条件 

① イ．新株予約権者は、当該新株予約権者が当社の取締役及び執行役員のいずれの地位も喪失した日の

翌日以降、当該新株予約権者に割当てられた新株予約権を行使できる。 

ロ．上記イ．にかかわらず、新株予約権の割当てを受けた対象者が次の各号のいずれかに該当した場

合、当該対象者は権利を行使することができないものとする。 

（ⅰ）権利行使期間中に権利を行使しなかったとき 

（ⅱ）出勤停止以上の懲戒を受けたとき 

（ⅲ）新株予約権の割当てを受けた日から１年以内に自己都合による退任等（任期満了による退任、

当社の都合による退任又は退職は含まない）によって、当社の取締役及び執行役員のいずれの地

位も喪失したとき 

（ⅳ）当社の株主総会決議もしくは取締役会決議による解任もしくは懲戒処分によって、当社の取締

役及び執行役員のいずれの地位も喪失した場合、または取締役会により新株予約権を行使させる

ことが適当でないと合理的に認められたとき 

（Ⅴ）対象者本人から権利を放棄する旨を申し出たとき 
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② 新株予約権者が死亡した場合、新株予約権が、新株予約権者の法定相続人のうちの１名（以下「相続

承継人」という。）のみに帰属した場合に限り、相続承継人は次の各号の条件のもと、本契約に従って

新株予約権を行使することができる。ただし、刑法犯のうち、重大な事犯を行ったと認められる者は、

相続承継人となることができない。 

イ．相続承継人が死亡した場合、その相続人は新株予約権を相続することはできない。 

ロ．相続承継人は、相続開始後10ヶ月以内かつ権利行使期間の最終日までに当社所定の相続手続を完

了しなければならない。 

ハ．相続承継人は、当社所定の相続手続完了時から２ヶ月以内に限り、新株予約権を行使することが

できる。 

９．新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

① 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第

１項に基づき算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じ

たときは、その端数を切り上げるものとする。 

② 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本

金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた金額とする。 

 

（共通支配下の取引） 

当社の連結子会社である株式会社レーベントラスト及び株式会社タカラプロパティは、2019年８月５日に合併

契約を締結いたしました。 

(1）取引の概要 

① 結合当事企業の名称及びその事業の内容 

結合企業の名称：株式会社レーベントラスト 

事業の内容：賃貸管理事業 

被結合企業の名称：株式会社タカラプロパティ 

事業の内容：賃貸管理事業 

② 企業結合日 

2019年10月１日（予定） 

③ 企業結合の法的形式 

株式会社レーベントラストを存続会社、株式会社タカラプロパティを消滅会社とする吸収合併 

④ 結合後企業の名称 

株式会社レーベントラスト 

⑤ その他取引の概要に関する事項 

本合併は、賃貸管理事業における経営の効率化、シナジー効果の最大化を目的としております。 

 

(2）実施する会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）及び「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日）に基づき、共通支

配下の取引として処理する予定です。 

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年８月６日

株式会社タカラレーベン 

取締役会 御中 

 

太陽有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 柳下 敏男 印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 金子 勝彦 印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社タカラ

レーベンの2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2019年４月１日から2019

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社タカラレーベン及び連結子会社の2019年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以 上

 

 （注） １.上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

  ２.ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

2019/08/09 19:15:10／19512625_株式会社タカラレーベン_第１四半期報告書


	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】

	第２【事業の状況】
	１【事業等のリスク】
	２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
	３【経営上の重要な契約等】

	第３【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	（１）【株式の総数等】
	（２）【新株予約権等の状況】
	①【ストックオプション制度の内容】
	②【その他の新株予約権等の状況】

	（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】
	（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】
	（５）【大株主の状況】
	（６）【議決権の状況】

	２【役員の状況】

	第４【経理の状況】
	１【四半期連結財務諸表】
	（１）【四半期連結貸借対照表】
	（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
	【四半期連結損益計算書】
	【四半期連結包括利益計算書】


	２【その他】


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】
	四半期レビュー報告書



